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(1) 動機：近年全国的課題になっている人口減少・高

齢化現象において，商業施設の過剰・競争の深刻

化により郊外化した大規模集客施設が撤退する傾

向が見られ，特に大型商業施設に依存していた地

域では，撤退後の買い物困難者の問題や低未利

用地の増加などの問題が一部で発生している．そ

のうちスーパーなど食料品販売店は，生活の質を

左右していることが多く，閉店傾向を把握し，激し

い撤退が予想される地域においては，適切な対策

を備えなければならない．本稿では，現存スーパ

ーの開店・閉店確率の予測モデルを開発し，閉店

の傾向が激しい地域を導出することにより，対策へ

の示唆を得る． 
(2) アプローチ：本研究はまず，開店および閉店の要

因を明確にした上で，ステップワイズロジスティック

回帰分析及びプロビット回帰分析によりその確率を

予測する．開店・閉店要因は，以下のものを考える．

データは 2000‐2009 年の間に存在した売場面積

1,000 ㎡以上のスーパーの属性を用いた．従属変

数は，閉店／開店した（1）・していない（0）のバイナ

リ変数である． 
・ 市場要因：それぞれのスーパーにおいて，過

去 1・2・3 年間 r km 以内に存在した他の閉店

／開店／現存スーパー数，人口数，高齢者

割合，人口千人当たりスーパー数，r km 以内

の小型食料品店の数 
・ 立地要因：最寄駅までの距離，都市部ダミー

（大都市・小都市雇用圏中心部（MEA・McEA），

郊外部（SA）） 

(3) 意義：このモデルの特徴は，地価や消費者行動な

ど，精密に備えられていない情報は使用せずに，

店舗の立地から競争関係を見ることにある．また，

回帰分析から影響の大きい要因および買い物難

民のリスクが高い地域が分かり，この研究をベース

に，それらの地域におけるより精密な現況把握など

の研究も期待できる． 
(4) 結果：適合性が最良（尤度比が最大）であるモデル

は，2 年間，半径１km 内の店舗変化をすべて考慮

したプロビットモデルであり，判別力は開店と閉店

それぞれ 88.83%，90.11％であった．変数のパラメ

ータから，次のような点が推量された． 
・ 周辺の店舗が撤退すると開店確率は上がり，

店舗密度が低い地域では，周辺の開店・閉店

による影響がより大きくなる． 
・ 平均年齢は高く，かつ高齢者割合が低い郊

外部で開店確率が高くなる． 
・ 駅近辺の地域で撤退確率が高くなっている．

これは，人口増加期に駅に立地されたスーパ

ーが，競争により閉店していくことを示す． 
(5) その他：本研究は，三菱財団研究助成および日本

学術振興会科学研究費補助金による成果の一部，

本研究は東京大学空間情報科学研究センターの

研究用空間データ利用を伴う共同研究（研究番号

276）による成果であり，以下のデータを利用した． 
・ 大型小売店ポイントデータ 2010 年版（全国） 
・ 平成 17 年国勢調査町丁・字等別地図境域デ

ータ都道府県編 (Shape)  
・ 平成 17 年国勢調査町丁・字等別集計(TXT) 
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図 1： 大阪大都市圏における 2005 年実際撤退店舗および計算した撤退確率（ProbCL05）の比較（左） 
2009 年以降の予想リスクが高い地域の分布（右） 

実際の撤退店舗の位置と比べ，予測結果の信頼性がある程度高いことが確認できる．また，開店確率が低

い，かつ閉店確率が高い地域を「予想リスクの高い地域」とした時，その分布から，郊外部（SA）でのリスク

が高くなることが分かる． 


